
 

 第２編 分権時代における行政と民間との役割分担並びに 
     国，県及び基礎自治体のあり方 
 
  行政と民間との役割を厳格に見直した上で，行政の守備範囲とされるもの

については，国，県，基礎自治体の役割分担を明確化することによって，地

方の自己決定，自己責任の領域を確立すべきである。 

  従って，国の役割は，真に国が果たすべきものに重点化し，その事務・権

限の多くを地方に移譲すべきであり，地方で担うべきものについては，「基礎

自治体優先の原則」「補完性の原理」に基づいて，基礎自治体でできることは，

基礎自治体で担うことを基本に役割分担を見直す必要がある。   

 

 

 １ 民間との役割分担と連携・協働 

 （１）事務事業の廃止（P11，図２－１参照） 

    サービスを提供する意義自体が失われた次のような事務については，

民間との役割分担や行政間での役割分担を議論する以前に，事務や事業

の廃止を検討すべきである。 

   〔事務事業廃止のメルクマール〕 

    ①社会・経済的環境が変化し，事業コストにふさわしい効果が得られなくなった

もの 

   ②サービスの受け手の資質が向上するなど，当初の事業目的が達成されたもの 

   ③これまで目的としてきた施設やサービスの量的な水準がほぼ達成されたもの 

   ④目的を達成したり過剰であるなど，従来の規制や監督が社会的意味を失ったもの    

 

 （２）民間開放 

    今後とも必要な事務事業であっても，民間に委ねられるものはできる

だけ行政の役割を限定し，民間によるサービス提供や民間の自主性に委

ねるべきである。 
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   〔民間開放のメルクマール〕 

    ①民間の実施により，レベルの高い施設整備やサービスの給付が期待できる 

もの 

    ②民間の実施により，効率的なサービスの提供が期待できるもの 

    ③民間サービスがすでに定着していたり，今後成長が見込まれるもの 

    ④民間における自主的な処理や相互の支援に委ねることができるもの 

 

 （３）民間との連携・協働 

    引き続き，行政が担うが，実施に当たって，民間の効率性・専門性が

発揮できるものについては，民間委託の推進や PFI(プライベート・ファ

イナンス・イニシアチブ)，CM（コンストラクション・マネージメント）

といった民間の資金，優れたノウハウを公共分野に生かす新しい事業実

施手法の導入など民間活力の徹底した活用を図るべきである。 

    また，住民に対するより良い行政サービスを社会全体で，効率的，効

果的に提供する観点から，県民，民間企業，NPO 等の多様な主体との連携・

協働を推進すべきである。 

     

 ２ 市町村合併後の県と基礎自治体の役割のあり方  

 （１）「基礎自治体優先の原則」「補完性の原理」 

    事務事業を分担する際，先ず基礎自治体を最優先し，次いで広域自治

体を優先し，国は広域自治体でも担うにふさわしくない事務事業を担う

べきである。このような考え方は，ヨーロッパ評議会が制定したヨーロ

ッパ地方自治憲章や国際自治体連合が決議した世界地方自治宣言に謳わ

れている。 

 （２）県の役割（基礎自治体との関係） 

    地方自治法に定められる「広域事務」，「連絡調整事務」，「補完事務」

を担うことになるが，広域事務については，市町村合併により基礎自治

体が広域化することを踏まえ，さらに広域の事務事業に重点を置くとと

もに，基礎自治体に関しては，連絡調整事務を主に担い，これまで県が

多く役割を果たしてきた基礎自治体の補完的な事務については，極力縮

減していくべきである。 
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    引き続き，県は広域自治体として，広域にわたる基盤整備や産業政策

など多くの役割を担うとともに，合併後の基礎自治体の体制整備の支援

など，新たな県と基礎自治体の関係を築くために必要な役割を果たさな

ければならない。 

         なお，政令指定都市の県費負担教職員については，人事管理を県で一

元的に実施すべきであり，現在政令指定都市が有している教職員の任命

権を県の権限とするよう制度の見直しが必要である。 

 （３）基礎自治体の役割 

    地方自治法では，県が行うこととされる事務事業以外の地方の事務を

一般的に処理することとされており，合併で広域化した基礎自治体は，

総合的な行政主体として，現在県が担っている事務や権限の多くを担い，

住民に身近な事務は自己完結的に処理できるようになるべきである。 

 （４）小規模な基礎自治体と県の関係 

    市町村合併によってもなお小規模にとどまる基礎自治体の事務につい

ては，県が補完することは極力避け，一部事務組合や広域連合などの基

礎自治体同士の広域処理の仕組みや，近隣自治体への事務委託等の制度

を活用するなど工夫が必要である。 

 

 ３ 県から基礎自治体への事務・権限の移譲 

    以上の基本的な考え方に基づき，現在県が担っている事務事業につい

て，次の視点で見直しを行い，基礎自治体の規模による差を設けること

なく大幅な事務・権限の移譲を行うべきである。 

    移譲すべき事務・権限の具体的な内容は，別冊「事務事業仕分表」に

示しているとおりである。 

   〔県の事務事業の見直しの視点〕 

   ① 広域事務 

     市町村合併の進展による基礎自治体の区域の拡大に伴い，広域の概念も変化

することを踏まえて県の役割を見直す必要がある。 

   ② 連絡調整事務 

     基礎自治体と県との連絡調整に関する事務については，真に必要なものに限

定して県の役割として継続する。 
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   ③ 補完事務 

     事務の規模又は性質から一般の市町村では処理することが適当でないもの

として県が担ってきた役割は，市町村合併の進展に伴い，基礎自治体の規模

や能力が向上することを踏まえて，極力縮小すべきである。   

 

   また，県から基礎自治体への事務・権限の移譲に当たっては，現行制度

上，移譲の制約のないものについては，地方自治法第 252 条の 17 の 2 に基

づく特例条例等により，基礎自治体との協議によってできるだけ早い時期

に移譲を行うべきであり，制度上の制約のあるものについても，国への制

度改正提案を行うなど，制度改正の努力を行い，制約のなくなったものは

順次移譲を進めていくべきである。 

   なお，円滑な移譲に向けて，基礎自治体との十分な協議を行い，合併時

期等，基礎自治体の状況に応じた移譲方法や移譲スケジュールを検討する

ほか，次のような措置が確実になされなければならない。 

 

  〔必要な措置〕 

   ① 財源措置 

     県から基礎自治体への事務・権限の移譲に当たっては，人件費も含めて，適

切かつ透明性の高い財源措置を行う必要がある。 

   ② 専門職員の派遣等 

     県と基礎自治体の間で大幅に事務・権限の移動が生じるため，専門職員の県

から基礎自治体への派遣や基礎自治体から県への研修職員の受入れなどを体

系的に行うべきである。 

   ③ 人材育成機能の強化 

     基礎自治体の職員を対象に「ひろしま自治人材開発機構」における研修や県

の機関における実務研修を充実する必要がある。 

 

 

 ４ 国と県の役割のあり方  

 （１）国の役割の重点化 

    国は，変動する国際社会や経済情勢に的確に対応していくために，地
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方行政は地方に委ね，国家の存立に関わる課題に重点的に取り組むべき

である。 

    国の役割は，地方自治法に限定的に掲げられている①国際社会におけ

る国家としての存立にかかわる事務，②全国的に統一して定めることが

望ましい国民の諸活動若しくは地方自治に関する基本的な準則に関する

事務，③全国的な視点に立って行わなければならない施策・事業の実施

に限定し，重点化すべきである。 

 

   〔国の事務事業の見直しの視点：地方自治法の規定による国の事務より〕 

    ① 国際社会における国家の存立に関わる事務 

      外交，防衛，立法，通貨，国籍，税関，出入国管理などについては，県で

受託実施可能なものを除き，引き続き国で担うべきである。 

    ② 全国的に統一して定めることが基本的な準則に関する事務 

      地方制度，度量衡，知的所有権，公的年金，公的保険，伝染病予防，薬品

規制など，基準は国において定める必要があるが，これらのうち実施は地

方でも可能なものも多く，最適な役割分担を検討する必要がある。 

    ③ 全国的規模・視点で行わなければならない施策及び事業 

      ナショナルミニマムの維持・達成に係る事項や全国的規模・視点からの根

幹的社会資本整備等であるが，ナショナルミニマムの水準や国土の根幹的

社会資本整備の範囲について，国の役割を限定する方向で役割分担を見直

すべきである。 

 

 （２）県の役割 

    広域自治体として，基礎自治体で担えない事務事業を担うとともに，

現在，国の地方支分部局等で行っている地域における事務事業の多くは，

必ずしも国で行う必要性のないものとして，国から移管を受けて，地域

の特性や住民ニーズに沿った独自の政策により自立的に決定，実施すべ

きである。 

 （３）国から県への事務・権限の移譲 

    国の役割は，地方自治法に規定される真に国が果たすべきものに重点
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化し，事務や権限の相当部分を県に移譲すべきである。（一部の事務につ

いては，基礎自治体への移譲を検討すべきである。） 

    国と広域自治体の関係は，第５章で述べる道州制において，大きく見

直されることになるが，道州制が導入されるまでの間においても，現行

の都道府県で実施可能な，例えば県内完結国道や一級河川の管理などに

ついては，国から地方への移譲を引き続き積極的に提案していくべきで

ある。   

 
市 

町 

村 

基

礎

自

治

体
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〔図２－１〕

Ⅰ 広域的事務
　 　市町村合併の進展に伴い，市町の区域
　 が拡大し，県の果たすべき機能の見直し
　 が必要

Ⅱ 連絡調整事務
　 　市町との関係で県が果す主な機能

Ⅲ 補完的事務
　 　市町村合併の進展に伴い，市町が自立
　 的に事務を執行することを原則とし，県
 　の役割は極力縮小

 見直しの視点は「今後の地方制度のあり方
 についての中間報告」(地方制度調査会H15.4)
 による。

事 務 事 業 見 直 し 基 準 に つ い て

　次のような，第三者によるサービス提供の意義が失われた事務事業
①社会・経済的環境が変化し，事業コストに相応しい効果が得られなくなったもの
②サービスの受け手の資質が向上するなど，当初の事業目的がほぼ達成されたもの
③これまで目的としてきた施設やサービスの量的な水準がほぼ達成されたもの
④目的を達成したり過剰であるなど，従来の規制や監督が社会的意味を失ったもの

　次のような，民間によるサービス提供や民間の自主性に委ねるべきもの
①民間の実施により，レベルの高い施設整備やサービスの給付が期待できるもの
②民間の実施により，効率的なサービスの提供が期待できるもの
③民間サービスがすでに定着していたり，今後成長が見込まれるもの
④民間における自主的な処理や相互の支援に委ねることができるもの

事務事業の内容からみて，国，県及び市町の誰が対応すべきか？

民間実施

非営利団体の
実施を含む。

ニーズを最速で把握し，最も安い経費で，効率的に対応できるのは誰か？

行政の責任において行うべき事務事業

国や県の事務に属さない全て
の事務で，次のような事務

①住民の利便に沿った生活
　密着型の行政サービス

②効果が主に市町の区域内
　にとどまる事業の実施

③客体が主に市町の区域内
　にとどまるなど，事務処
　理が区域内で完結する事
　務

※　現行制度等の改正が必要なものは，国へ要望・提案を行う。

民間委託等を検討した後も県が
行わなければならない事務

①施策の企画立案など県行政の
　方向性を検討する業務
②国や他県，市町との調整に関
　する業務
③行政処分や行政処分につなが
　る事務の処理
④その他

□事務事業の完全な移管

□将来の完全移管に向け
　た当面の事務委託
　①条例による委託
　②規約による委託
　③私法上の委託
　
□その他

市町移譲方法の検討

県が主体となって行うとしても，
自ら実施する必要のない事務

【民間委託対象事務の類型】
①定型的かつ大量な業務
②時期的に集中する業務
③専門的知識を要する業務
④イベント・研修など
⑤公の施設の運営管理など

県の実施方法見直し

Ⅰ 国際社会における国家の
　 存立に関わる事務

Ⅱ 全国的に統一して定める
　 ことが望ましい基本的な
　 準則に関する事務

Ⅲ 全国的規模・視点で行わ
　 れなければならない施策
　 及び事業
 ①ナショナルミニマムの
 　維持・達成に係る基本的
 　事項
 ②全国的規模・視点からの
 　根幹的社会資本整備等に
 　係る基本的事項

［直接的な実施］［間接的な実施］

行 政 の 役 割 分 担 の メ ル ク マ ー ル

国 県 市　町

現 在 ， 県 が 関 与 す る 全 て の 事 務 事 業

事業廃止 県民生活にとって，今後も必要と考えられる事務事業

行政であれ，民間であれ，第三者によるサービス提供が必要か？

［ 事 務 事 業 廃 止 の メ ル ク マ ー ル］

［民間実施（非営利団体の実施を含む）のメルクマール］
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国・都道府県・基礎自治体の役割と権限

　【現状】 1/2
行政分野 国 道府県 基礎自治体
基本 司法（裁判所，矯正，更正施設）

検察

国税徴収 道府県税徴収 市町村税徴収

通貨管理

外交，通商，関税

国政，登記（企画，手続事務） 戸籍，住民登録

出入国管理 旅券交付

行政監察

栄典

安全 防衛，防衛施設管理

国際犯罪，テロ対策 警察

大規模災害 広域災害応援 消防，救急

密輸，密航監視取締 危険物の許認可

検疫，税関

福祉・保険 生活保護・福祉施策の企画 生活保護の実施，福祉事務所 生活保護実施，福祉事務所（市）

介護事業者指導 介護保険事業

高齢者福祉サービス

障害者更生相談 障害者福祉サービス

児童相談，児童福祉施設入所 保育所運営

広域法人指導 福祉法人，施設指導等

戦没者遺族等援護の企画 戦没者遺族等援護（手続）

健康保険の企画 老人保健，国保（財政，実施）

政府管掌健康保険（実施）

年金（企画，実施）

医療・衛生 保健医療施策の企画 地域医療計画策定

地域医療体制整備

医療従事者資格 医療従事者確保対策

広域法人指導等 医療法人，医療機関指導等

国立病院運営 公立病院運営 公立病院運営

医薬品製造許可等 医薬品販売業許可等

麻薬等薬物（製造等）取締 麻薬等薬物（流通等）取締

感染症対策（企画，危機管理） 感染症対策（予防・監視）

難病対策（企画） 難病対策（相談，医療給付等）

地域保健対策（保健所）

食品安全（企画，危機管理） 食品安全（危機管理,衛生対策）

生活関係衛生

水道事業認可（給水5万人超） 水道事業認可（給水5万人以下）

広域水道事業（実施） 水道事業（実施）

教育・文化 公私立大学設置認可

国立大学設置 公立大学（設置，運営）

義務教育（企画） 公立小中学校運営

義務教育（学級編成，定数） 義務教育（教科書採択等）

義務教育(教職員任命，給与）

公立高等学校運営

盲・ろう・養護学校運営

学校法人指導（大学） 学校法人指導（高，小中・専門）

国宝，重文指定
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国・都道府県・基礎自治体の役割と権限
　【現状】 2/2
行政分野 国 道府県 基礎自治体
社会資本 高速自動車道（企画，整備）

整備 一般国道（指定区間）整備，管理 一般国道（指定区間外）整備，管理

都道府県道整備，管理

市町村道整備，管理

一級河川（指定区間外）管理 一級河川（指定区間）管理

二級河川管理

準用河川管理

重要港湾指定 港湾管理（特重，重要港湾，地方港湾）港湾管理（重要港湾，地方港湾）

漁港管理（広域，地方） 漁港管理（地方）

空港管理（主要地方空港） 空港管理（地方空港）

国土保全（砂防，地すべり等） 国土保全（砂防，地すべり等）

保安林指定，管理（重要流域） 保安林指定，管理（重要流域外）

都市計画（区域区分） 都市計画（地区計画等）

流域下水道 公共下水道

都市公園（国営） 都市公園 都市公園

公営住宅整備，管理 公営住宅整備，管理

建築基準 建築基準（特定行政庁のみ）

土地改良（国営） 土地改良 土地改良

交通・通信 運輸施策（交通計画，物流企画） 地域交通対策（鉄道，バス） 地域交通対策（バス）

自動車運送，海運業等許可

自動車登録検査

航空管制

情報通信，放送（企画，監視） 地域情報基盤整備

産業・経済 原子力等エネルギー政策

科学技術開発支援 科学技術開発支援（公設研究機関）

公正取引（企画，取締） 商工団体指導

中小企業対策（企画，助成） 中小企業対策（融資，助成）

中心市街地活性化，商店街振興 中心市街地活性化，商店街振興

産業政策（企画，助成） 地域産業政策 地域産業振興（地場，伝統工芸等）

企業立地政策

観光振興（旅行業，ホテル登録） 観光振興事業

農地保全（転用許可４ｈａ以上） 農地保全（転用許可）

農林水産業団体指導

農林水産業の基盤整備

指定漁業許可 漁業許可，漁業権免許

雇用・労働 雇用施策（企画） 地域雇用施策 地域雇用施策

職業安定（職業紹介，雇用保険） 職業能力開発支援

労使紛争調停等（中労委） 労使紛争調停（地労委）

労働基準，労働災害（企画・監督）

環境 地球温暖化対策（企画） 産業廃棄物対策 一般廃棄物処理対策

環境基準（企画） 公害防止対策（大気，水質等） 公害防止対策（騒音，振動）

浄化槽

自然環境保護対策（国設） 自然環境保護対策

国立公園（指定，管理） 公園事業（実施） 公園事業（実施）

生活一般 消費者保護（企画，規制） 消費者保護（相談） 消費者保護（相談）

青少年健全育成 青少年健全育成

ＮＰＯ認可 ＮＰＯ認可
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国・都道府県・基礎自治体の役割と権限

　【県から基礎自治体への事務・権限移譲後】1/2  (国の事務の※印は，都道府県へ移譲すべき事務）
・基礎自治体 国 道府県 基礎自治体

基本 司法（裁判所，矯正，更正施設）

検察

国税徴収 道府県税徴収 市町村税徴収

通貨管理

外交，通商，関税

国政，登記（企画，手続事務） 戸籍，住民登録

出入国管理 旅券交付

行政監察

栄典

安全 防衛，防衛施設管理

国際犯罪，テロ対策 警察

大規模災害 広域災害応援 消防，救急

密輸，密航監視取締 危険物の許認可

検疫，税関

福祉・保険 生活保護・福祉施策の企画 生活保護実施，福祉事務所

介護保険事業・業者指導

高齢者福祉サービス

障害者更生相談 障害者福祉サービス

児童相談，児童福祉施設入所 保育所運営

広域法人指導 福祉法人，施設指導等

戦没者遺族等援護の企画 戦没者遺族等援護（手続）

健康保険の企画 老人保健，国保（財政，実施）

政府管掌健康保険（実施）

年金（企画，実施）

医療・衛生 保健医療施策の企画 地域医療計画策定

地域医療体制整備

医療従事者資格 医療従事者確保対策

広域法人指導等 医療法人，医療機関指導等

国立病院運営 公立病院運営 公立病院運営

医薬品製造許可等 医薬品販売業許可等

麻薬等薬物(製造等)取締 麻薬等薬物（流通等）取締

感染症対策（企画，危機管理） 感染症対策（予防・監視）

難病対策（企画） 難病対策（相談，医療給付等）

地域保健対策（保健所）

食品安全（企画，危機管理） 食品安全（危機管理,衛生対策）

生活関係衛生

※水道事業認可（給水5万人超） 水道事業認可（給水5万人以下）

広域水道事業（実施） 水道事業（実施）

教育・文化 公私立大学設置認可

国立大学設置 公立大学（設置，運営）

義務教育（企画） 公立小中学校運営

義務教育（学級編成，定数） 義務教育（教科書採択等）

義務教育(教職員任命，給与）

公立高等学校運営

盲・ろう・養護学校運営

学校法人指導（大学） 学校法人指導（高，小中・専門）

国宝，重文指定
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国・都道府県・基礎自治体の役割と権限

　【県から基礎自治体への事務・権限移譲後】2/2  (国の事務の※印は，都道府県へ移譲すべき事務）
行政分野 国 道府県 基礎自治体
社会資本 高速自動車道（企画，整備）

整備 一般国道（指定区間）整備，管理 一般国道（指定区間外）整備，管理

（※県内完結一般国道） 道府県道(広域)整備，管理 道府県道(地域完結)整備等

市町村道整備，管理

※一級河川（指定区間外）管理 一級河川（指定区間）管理

二級河川（広域）管理 二級河川（地域完結）管理

準用河川管理

重要港湾指定 港湾管理（広域利用） 港湾管理（地域利用）

漁港管理（広域利用） 漁港管理（地域利用）

空港管理（主要地方空港） 空港管理（地方空港）

国土保全（砂防，地すべり等） 国土保全（砂防，地すべり等） 国土保全（砂防，地すべり等）

保安林指定，管理（重要流域） 保安林指定，管理（広域） 保安林指定，管理（地域完結）

都市計画（区域区分） 都市計画（地区計画等）

流域下水道 公共下水道

都市公園（国営） 都市公園 都市公園

公営住宅整備，管理 公営住宅整備，管理

建築基準（特定行政庁のみ）

土地改良（国営） 土地改良（大規模） 土地改良（地域完結）

交通・通信 運輸施策（交通計画，物流企画） 地域交通対策（鉄道，バス） 地域交通対策（バス）

自動車運送，海運業等許可

自動車登録検査

航空管制

情報通信，放送（企画，監視） 地域情報基盤整備

産業・経済 原子力等エネルギー政策

科学技術開発支援 科学技術開発支援（公設研究機関）

公正取引（企画，取締） 商工団体指導

中小企業対策（企画，助成） 中小企業対策（融資，助成）

中心市街地活性化，商店街振興 中心市街地活性化，商店街振興

産業政策（企画，助成） 地域産業政策 地域産業振興（地場，伝統工芸等）

企業立地政策

※観光振興（旅行業，ホテル登録） 観光振興事業

※農地保全（転用許可４ｈａ以上） 農地保全（転用許可）

農林水産業団体指導

農林水産業の基盤整備（大規模） 農林水産業の基盤整備

指定漁業許可 漁業許可，漁業権免許

雇用・労働 雇用施策（企画） 地域雇用施策 地域雇用施策

※職業安定（職業紹介，雇用保険）職業能力開発支援

労使紛争調停等（中労委） 労使紛争調停（地労委）

労働基準，労働災害（企画・監督）

環境 地球温暖化対策（企画） 産業廃棄物対策 一般廃棄物処理対策

環境基準（企画） 公害防止対策（大気，水質基準） 公害防止対策（大気，水質，騒音，振動）

浄化槽

自然環境保護対策（国設） 自然環境保護対策

国立公園（指定，※管理） 公園事業（実施） 公園事業（実施）

生活一般 消費者保護（企画，規制） 消費者保護（規制） 消費者保護（相談）

青少年健全育成 青少年健全育成

※ＮＰＯ認可 ＮＰＯ認可
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